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前々回定例会（令和２年２月５日）以降の主な動き 

 
令 和 ２ 年 ４ 月 ８ 日 
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 
 柏崎刈羽地域担当官事務所 

 

 

１．エネルギー政策全般 

 

○梶山経済産業大臣がグロッシーＩＡＥＡ事務局長と会談【２月２７日】 

・梶山大臣からは、レビュー・ミッションの派遣等を通じた、東京電力福

島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に対する、ＩＡＥＡの多大な支

援への感謝を伝えるとともに、ＩＡＥＡの継続的な協力を要請。 

・グロッシー事務局長からは、福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策

における日本政府の努力への評価がなされるとともに、多核種除去設備

等の処理水の取扱いに関する小委員会（ALPS 小委員会）の報告書につい

てレビューを行っていること、ＩＡＥＡが引き続き支援を行う旨が述べ

られた。 

 

○日本のエネルギー２０１９ エネルギーの今を知る１０の質問 

【３月２日公開】 

 

○ＦＩＴ制度における２０２０年度の買取価格・賦課金単価等を決定 

 【３月２３日】 

 

○国際原子力機関(ＩＡＥＡ)による「東京電力福島第一原子力発電所における

多核種除去設備等処理水管理の進捗状況及び多核種除去設備等処理水の取扱

いに関する小委員会報告書に係るフォローアップレビュー報告書」 

 【４月２日公表】 

 

○多核種除去設備等処理水の取扱いに係る「関係者の御意見を伺う場」を開催 

 【４月６日 福島県】 
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○エネ庁ホームページ＜スペシャルコンテンツ＞ 

（１）ＣＯ2排出量削減に必要なのは「イノベーション」と「ファイナンス」【２

月７日公開】 

（２）福島第一原発「燃料デブリ」取り出しへの挑戦①～燃料デブリとは？【２

月１４日公開】 

 「燃料デブリ」とは？なぜ「燃料デブリ」があるの？ 

 「中長期ロードマップ」とデブリ取り出し工程 

（３）福島第一原発「燃料デブリ」取り出しへの挑戦②～デブリ取り出しの難し

さとは【２月２１日公開】 

 なぜ燃料デブリ取り出しを２号機から始めるの？ 

 原子炉格納容器の内部はどんな風になっているの？ 

（４）福島第一原発「燃料デブリ」取り出しへの挑戦③～海外の協力も得て挑む

技術開発の最前線【２月２８日公開】 

 燃料デブリを取り出すため、さまざまな工夫が凝らされたロボットアー

ム 

 ロボットアーム開発に取り組む技術者に聞く、困難なミッションに挑む

想い 

（５）「六ヶ所再処理工場」とは何か、そのしくみと安全対策（前編）【３月６日

公開】 

 あらためて知りたい、「六ヶ所再処理工場」とは？ 

 「再処理」っていったい何をするの？ 

（６）「六ヶ所再処理工場」とは何か、そのしくみと安全対策（後編）【３月１９

日公開】 

 再処理工場の安全性は？ 

 地震など災害への備えはだいじょうぶなの？ 

 操業による放射性物質の影響は？ 

（７）日本のエネルギー問題をグラフで学ぼう（前編）【３月２６日公開】 

 

※スペシャルコンテンツ 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ 

  ※当事務所でも紙媒体で配布しています。 

 

●資源エネルギー庁メールマガジン（配信登録） 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/mailmagazine/ 
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２．電気事業関連 

 

○第１２回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会／ガス事業制度検討ワーキンググループ【２月２１日

開催】 

・今後のガス事業制度の在り方について、専門的な見地から詳細な検討を

行う。 

・第１２回は、熱量バンド制について議論。 

 

○第６回 地層処分研究開発調整会議【３月９日～１３日開催（書面審議）】 

・地層処分に係る研究開発について検討を行うため、平成１７年に設置し

た「地層処分基盤研究開発調整会議」を見直し、新たに「地層処分研究

開発調整会議」として改変。 

・第６回は、地層処分研究開発に関する全体計画改定の考え方等について

議論。 

 

○第２３回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会【３月２７開催（書面審議）】 

・電力・ガス分野の幅広い政策課題について、安全性、安定供給、経済効

率性、環境適合性というエネルギー政策の基本的視点から総合的な検討

を行う。 

・第２３回は、電力・ガス小売全面自由化の進捗状況、適正な市場メカニ

ズムと需給確保の在り方等について議論。 

 

○地層処分研究開発調整会議「地層処分研究開発に関する全体計画（令和２年

３月改定版）」【３月３１日公表】 

 

○第３９回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会／制度検討作業部会【４月７日開催】 

・電力システム改革の目的（①安定供給の確保、②電気料金の最大限の抑

制、③事業者の事業機会及び需要家の選択肢の拡大）達成に向けて、各

制度の実効性を高めるため、実務的な観点を十分に踏まえるべく、幅広

い関係者に意見を求めつつ、詳細制度の検討を行う。 

・第３９回は、容量市場における市場支配力行使の防止策等、「適正な電

力取引についての指針」改定案等について議論。 
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３．新エネ・省エネ関連 

 

○総合資源エネルギー調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会／省エネル

ギー小委員会／工場等判断基準ワーキンググループ中間取りまとめ公表【２

月１７日公表】 

・工場等判断基準及び中長期計画作成指針の見直し等に関する中間とりま

とめを公表。 

 

○第２４回 総合資源エネルギー調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会

／新エネルギー小委員会／系統ワーキンググループ【３月１９日開催（書面

審議）】 

・電力会社の接続可能量の検証、接続可能量の拡大方策等について検討を

行う。 

・第２５回は、中三社における出力制御への対応等について議論。 

 

○第１０回 エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス検討会【３

月１９日開催（書面審議）】 

・再エネ、省エネ、電力システム、情報通信など部局横断的に存在する

様々な課題を整理・総合的に議論するためのプラットホームを構築し、

アグリゲーション（集約）ビジネスの全体方針を策定するとともに当該

ビジネスの発展を支援することを目的とする。 

・第１１回は、ネガワット調整金、逆潮流アグリゲーションの活用等につ

いて議論。 

 

○第５回 総合資源エネルギー調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会／

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会／洋上風力

促進ワーキンググループ（交通政策審議会／港湾分科会／環境部会／洋上風

力促進小委員会との合同会議）【４月３日開催】 

・経済産業省及び国土交通省において、「海洋再生可能エネルギー発電

設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律」に基づく促進区域

の指定や公募による事業者選定に関する具体的な運用方法等について

検討を行う。 

・第５回は、長崎県五島市沖の海洋再生可能エネルギー発電設備整備促

進区域に係る公募占有指針について議論。 
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４．その他 

 

○第１回 エネルギーレジリエンスの定量評価に向けた専門家委員会【２月６

日開催】 

・政府、国民、産業界、金融界などのステークホルダーが、どのような取

組を行えばエネルギーレジリエンスが向上するのか等について、専門家

による検討を行う。 

・第１回は、エネルギーレジリエンスをめぐる国際情勢等について議論。 

 

○第２回 エネルギーレジリエンスの定量評価に向けた専門家委員会【３月 

１０日開催】 

・第２回は、需要家の声の具体化、資金供給の円滑化等について議論。 

 

○第３回 エネルギーレジリエンスの定量評価に向けた専門家委員会【３月 

１７日開催】 

・第３回は、需要家の声の具体化、資金供給の円滑化等について議論。 

 

○第４回 我が国のバイオ燃料の導入に向けた技術検討委員会【２月１４日開

催】 

・今後のバイオ燃料政策に係る方向性などについて技術的観点から検討を

行う。 

・第４回は、海外のガソリンＬＣＡに関する論点について議論。 

 ※ＬＣＡ（ライフ・サイクル・アセスメント）：ＣＯ2排出量の測定方法をライフ

サイクルで評価する方法 

 

○総合資源エネルギー調査会／資源・燃料分科会 「新・国際資源戦略策定に

向けた提言」【２月２６日公表】 

（提言項目） 

・地政学リスクの変化を踏まえた石油・ＬＮＧのセキュリティ強化等 

・産業競争力の要となるレアメタルのセキュリティ強化 

・気候変動問題への対応加速化 

 

○第３６回 メタンハイドレート開発実施検討会【３月１６日開催（書面審

議）】 

・第３６回は、総合的検証に基づく技術課題の抽出と解決策の検討等につ

いて議論。 

 

 

（以上） 



 

神林委員の御質問（2020 年 1 月 28 日）に対する回答 

 
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 

柏崎刈羽地域担当官事務所 

 

 

1 月 8 日配布資料、前回定例会以降の主な動きの中で③エネルギー構造高度

化・転換理解促進事業※「地域の会」をモデルとした地域共生ＰＦ事業を含む、

とあります。地域共生ＰＦ事業について質問です。 

 

 

（1）地域共生ＰＦ事業に対してはどのくらいの予算が組まれていますか。 

 

＜回答＞ 

○地域共生ＰＦ事業は、「広報・調査等交付金（9.0 億円）」「エネルギー構造

高度化・転換理解促進事業（72.0 億円）」（いずれも令和 2 年度予算額）の

内数として、これらの予算を活用して実施可能としています。特に地域共生

ＰＦ事業のための枠が設けてあるわけではありません。 

 

（2）過去に同様の事業が行われていたなら成果・実績などを教えてくださ

い。また柏崎刈羽地域以外の立地自治体で、地域住民・行政・事業者・科

学者などの双方向の対話が行われている例がありましたら教えてくださ

い。 

 

＜回答＞ 

○地域住民・行政・事業者・科学者などの双方向の対話については、青森県、

福島県でも実施されています。（広報・調査等交付金を活用。） 

 

（3）地域の会をモデルとしたとありますが、どのような点・成果をモデル

とされていますか。 

 

＜回答＞ 

○地域共生ＰＦは、地域住民、行政、電力事業者、科学者等の地域の多様な主

体が参画し、原子力やエネルギー政策に加えて、原子力防災等の様々な話題

について、双方向のきめ細かな対話を継続的に行い、理解を深める対話の場

と位置づけています。 

○参加者・話題の多様性、対話の双方向性、活動の継続性という点で、地域の

会がひとつのモデルとなるものと考えています。 

 

 






















